
○須崎市移住者又は移住希望者のための空き家活用促進事業費補助金交付要綱 

 

                                 平成２９年４月１日 

                                 須崎市訓令第６９号 

改正 平成３０年５月１日訓令第１８号 

改正 令和２年４月１日訓令第５７号 

改正 令和２年６月１日訓令第７５号 

改正 令和５年４月１日訓令第６５号 

改正 令和７年５月１日訓令第６０号 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市への移住者又は移住希望者の定住を目的として行われる空き家の改

修（以下「空き家改修」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内において須崎市移住

者又は移住希望者のための空き家活用促進事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付

することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号のとおりとする。 

（１）移住者 本市に住所を有して１年を経過しない者で、本市に住所を有する前に本市外に

５年以上居住していた者 

（２）移住希望者 本市に定住する意思を持って転入しようとする者で、本市外に５年以上

居住している者 

（３）耐震診断 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第４条３

項の規定による国土交通省告示第１８４号の別添指針第１第一号の規定又は「改訂版高

知県木造住宅耐震診断マニュアル」に基づき耐震診断士が実施する耐震診断をいう。 

（４）施工業者 市内に事務所又は事業所を有する法人若しくは個人事業主 

（５）空き家 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２条第

１項の空家等をいう。ただし、構造又は設備が著しく不良であるため居住の用に供するこ

とが著しく不適当であると認められるものを除く。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

（１）空き家の所有者 

（２）自らが居住するために空き家を購入した移住者又は移住希望者 

（補助対象物件） 

第４条 補助金の交付の対象となる空き家（以下「補助対象物件」という。）は、個人が市内

に所有する空き家であって、現に人が居住していないものとする（複数の住戸等からなる空



き家の場合は、全ての住戸等について現に人が居住していないものであること。）。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する空き家は、補助の対象としない。 

（１）空き家の所有者が、３親等内の親族にあたる移住者又は移住希望者に貸し付けようとす

る空き家 

（２）移住者又は移住希望者が、３親等内の親族から購入した空き家 

（補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次のとおりと

する。 

（１）施工業者の施行する改修工事に要する経費（消費税及び地方消費税を含む額とする。）

で合計が５０万円以上の工事。 

（２）改修に必要な耐震診断、設計等に要する経費。 

２ 次に掲げる工事に要する経費については、補助金の交付対象としない。 

（１）既にこの要綱による補助金を受けて事業を実施したことのある空き家への工事。 

（２）国又は地方公共団体が交付する他の補助金の交付を受けて実施したことのある空き家へ

の改修工事。ただし、須崎市木造住宅耐震改修費等補助金の交付を受けて実施したこと

のある空き家への耐震工事についてはこの限りでない。 

（３）耐震診断による上部構造評点が１．０未満の物件で、耐震改修と空き家改修を同時期に

実施しない工事 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費のうち、２７０万円を限度とする。 

２ 前項の補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てる。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付申請をしようとする者は、須崎市移住者又は移住希望者のための空き家

活用促進事業費補助金交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長

に提出しなければならない。 

（１）収支予算書（別記様式第２号） 

（２）見積書の写し 

（３）補助対象物件の改修前の状況を撮影した写真 

（４）移住者又は移住希望者の居住の用に供することの同意書（所有者用）（別記様式第３号） 

又は、移住希望者又は移住希望者の居住の用に供することの同意書（移住者又は移住希望

者用）（別記様式第４号） 

（５）耐震診断による上部構造評点が1.0以上であることが確認できる書類の写し 

（６）空き家と土地の所有者が分かるもの（名寄帳、登記簿証明等） 

（７）土地と家屋の名義人が異なる場合、土地所有者の同意書（別記様式第５号） 

（８）住民票の写し（申請者が移住者又は移住希望者の場合） 

（９）県税及び市税の滞納がないことを証明する書類 



（１０）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第８条 市長は、交付申請があったときは、その内容を審査し、適当であると認めたときは、

次条各号に掲げる事項を条件に付し、補助金の交付を決定（以下「交付決定」という。）す

るものとする。 

２ 交付決定に当たっては、当該補助対象者が次の各号に掲げるいずれかに該当すると認めら

れるときは、補助金を交付しないこと等、暴力団等（須崎市暴力団排除条例（平成２３年須

崎市条例第１号。以下「暴排条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団等をいう。以

下同じ。）の排除に係る市の取扱いに準じて行わなければならない。 

（１）暴力団等であるとき。 

（２）暴排条例第５条第２項の規定に違反した事実があるとき。 

（３）須崎市の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平成２４年須崎市規則第１

７号）第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者であるとき。 

３ 市長は、交付決定をしたときは、須崎市移住者又は移住希望者のための空き家活用促進事

業費補助金交付決定通知書（別記様式第６号）により、当該補助対象者に通知するものとす

る。 

 （交付条件等） 

第９条 補助金の交付の目的を達成するため、前条第３項の通知を受けた補助対象者（以下

「補助事業者」という。）は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）空き家の所有者は、当該事業終了後１０年間は、当該空き家を移住者若しくは移住希望

者の居住の用に供すること、又は当該事業終了後、直ちに移住者若しくは移住希望者の居

住の用に供しない場合、若しくは当該事業終了後１０年を経過するまでの間に、移住者若

しくは移住希望者の転出等により、当該空き家を居住の用に供しない場合は、当該空き家

の情報を市に提供すること。 

（２）自らが居住するために空き家を購入した移住者又は移住希望者は、補助事業終了後１０

年間居住の用に供し、やむを得ず居住の用に供しない場合、又は供しなくなった場合は、

当該空き家の情報を市に提供すること。 

（３）空き家の所有者は、移住者又は移住希望者が３親等内の親族にあたる場合は、当該移住

者又は移住希望者に空き家を貸し付けないこと。 

（４）補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出につい

ての証拠書類を空き家改修終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならないこと。 

（５）空き家改修により取得し、又は効用の増加した財産については、空き家改修の完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に沿って、

効率的な運用を図らなければならないこと。 

（６）空き家改修の執行に際しては、市が行う契約手続の取扱いに準じて行わなければならな

いこと。また、暴力団等に該当すると認められるものを契約の相手方としないこと等、暴



力団等の排除に係る市の取扱いに準じて行わなければならないこと。 

（７）前各号に掲げるもののほか、補助金の交付の目的を達成するため、市長が必要と認める

事項 

 （事業の変更等） 

第１０条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する変更等をしようとする場合は、あら

かじめ須崎市移住者又は移住希望者のための須崎市空き家活用促進事業費補助金事業計画変

更承認申請書（別記様式第７号）を市長に提出し、その承認を得なければならない。 

（１）事業の実施主体の変更 

（２）事業の新設又は廃止 

（３）事業の施行箇所の変更 

（４）事業の完了年月日の延期 

（５）補助金額の増額 

（６）補助対象経費の２０パーセントを超える減額 

（７）事業の重要な部分に関する変更 

２ 市長は、前項に規定する承認をする場合においては、交付決定の内容及びこれに付した条

件を変更することができる。 

３ 市長は、事業の変更を承認したときは、須崎市空き家活用促進事業費補助金交付決定変更

承認通知書（別記様式第８号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

 （事業実績報告） 

第１１条 補助事業者は、事業が完了し、又は廃止した場合は、事業完了報告書（別記様式第

９号）に次の各号に掲げる書類を添付し、当該事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた

日から起算して３０日を経過した日又は当該事業の実施年度の３月３１日のいずれか早い期

日までに市長に提出しなければならない。 

（１）収支決算書（別記様式第１０号） 

（２）領収書等実績金額の確認できる書類 

（３）当該空き家の改修中及び改修後の状況を撮影した写真 

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（完了認定） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、必要な審査を行い、当該事業の成

果が交付決定の内容（第１０条の規定により変更されたときは、その変更された内容と適合

すると認めたときは、須崎市移住者又は移住希望者のための空き家活用促進事業費補助金事

業完了認定調書（別記様式第１１号）を作成するものとする。 

２ 市長は、完了の認定をしたときは、交付すべき額を確定し、須崎市移住者又は移住希望者

のための空き家活用促進事業完了認定通知書兼額の確定通知書（別記様式第１２号）により

補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の交付請求及び交付） 



第１３条 補助事業者は、前条第２項の通知を受けたときは、速やかに、須崎市移住者又は移

住希望者のための空き家活用促進事業費補助金交付請求書（別記様式第１３号）により市長

に補助金の交付を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは、

補助金を交付するものとする。 

 （補助金の概算払） 

第１４条 市長は、事業について必要があると認めたときは、補助金の概算払をすることがで

きる。ただし交付決定金額の２分の１以内の金額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、耐震改修と空き家改修を同時に行う物件については概算払い請

求をすることができない。 

３ 補助事業者は、概算払を受けようとするときは、概算払請求書（別記様式第１４号）によ

り市長に請求しなければならない。 

 （差額の返還） 

第１５条 市長は、第１２条第２項の規定により確定した交付すべき額を超える補助金額を前

条に規定する概算払により交付済であるときは、当該補助事業者に対し期限を定めてその差

額を返還させるものとする。 

 （事業が不正に執行された場合等の措置） 

第１６条 市長は、補助事業者が事業を執行せず、若しくは補助金を他の目的に使用し、又は

法令等の規定、補助金交付の条件若しくは法令等に基づく市長の指示に違反したときは、交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の取消しをした場合において、補助事業者が既に補助金の全部又は一部を受

領済であるときは、期限を定めてその返還をさせるものとする。 

 （加算金及び延滞金の納付） 

第１７条 補助事業者は、前条又は第２１条の規定により交付決定を取り消され、当該補助金

の返還を命ぜられたときは、返還すべき補助金の金額につき、その補助金を受領した日から

納付の日までの日数に応じ、年１０．９５パーセントの加算金を同時に納付しなければなら

ない。 

２ 補助事業者は、第１５条、前条第２項又は第２１条第２項の規定により補助金の返還を命

ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数

に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を納付しなけ

ればならない。 

（現況調査） 

第１８条 市長は、補助金により改修した空き家の活用状況を確認するため、毎年現況調査を

行うものとする。 

２ 前項の現況調査は、補助金を交付してから１０年を経過していない空き家を対象として、

毎年６月３０日までに当該空き家の所有者に須崎市空き家活用促進事業費補助金入居者届



（別記様式第１５号）を送付し、実施するものとする。 

 （加算金及び延滞金の免除） 

第１９条 市長は、補助事業者に避け難い事情があったと認めるときは、加算金及び延滞金の

全部又は一部の免除をすることができる。 

 （補助金等の返還金の充当） 

第２０条 市長は、第１５条、第１６条第２項又は第２１条第２項の規定により補助金の返還

をさせた場合において、補助事業者に対し、市が交付する他の補助金及び負担金（以下「補

助金等」という。）があるときは、当該返還に代えて当該補助金等の額を相殺又は減額する

ことができる。 

 （暴力団等の排除） 

第２１条 市長は、交付決定した後、当該補助事業者が第８条第２項に規定する暴力団等に該

当すると認めたときは、当該暴力団等に係る補助金の交付の決定を取り消すものとする。 

２ 市長は、前項の規定により取消しをした場合において、当該暴力団等が既に補助金の全部

又は一部を受領済であるときは、期限を定めてその返還をさせるものとする。 

 （財産の処分の制限） 

第２２条 補助事業者は、この補助金による事業により取得し、又は効用の増加した財産で次

に掲げるものを補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。ただし、市長が補助金の交付の目的及び当該財産の耐用年数

を勘案して定めた期間を経過した場合その他市長が特に必要があると認めた場合は、この限

りでない。 

（１）不動産及びその従物 

（２）機械及び重要な器具等で市長が認めるもの 

（３）前２号に掲げるもののほか、補助金の交付の目的を達成するため市長が特に必要がある

と認める財産 

２ 市長は、前項ただし書の規定によりこれを承認しようとするときは、その交付した補助金

の全部又は一部に相当する金額を市に納付すべきことを命ずることができる。 

 （補則） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年５月１日訓令第１８号） 

この訓令は、平成３０年５月１日から施行する。 

  附 則（令和２年４月１日訓令第５７号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則（令和２年６月１日訓令７５号） 



この訓令は、交付の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年３月３１日訓令６５号） 

この訓令は、令和７年５月１日から施行する。 

  附 則（令和７年４月３０日訓令６０号） 

 


